
様式第一（第三条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
（第一面）
計画書
年　　月　　日
所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　殿
提出者の住所又は　　　　　　　　　　
主たる事務所の所在地　　　　　　　　
提出者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
設計者氏名　　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第１項（同法第14条第２項において読み替えて適用する場合を含む。）の規定により、建築物エネルギー消費性能確保計画を提出します。この計画書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
（本欄には記入しないでください。）
	受付欄
	適合判定通知書番号欄
	決裁欄

	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	

	 第　　　　　　 　号 
	第　　　　　　 　号
	

	係員氏名

	係員氏名
	


（第二面）
　　［建築主等に関する事項］
	【１．建築主】
　【イ．氏名のフリガナ】
　【ロ．氏名】
　【ハ．郵便番号】
　【ニ．住所】
　【ホ．電話番号】

	【２．代理者】
　【イ．氏名】
　【ロ．勤務先】
　【ハ．郵便番号】
　【ニ．住所】
　【ホ．電話番号】

	【３．設計者】
（代表となる設計者）
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】
（その他の設計者）
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】

	【４.確認の申請】
□申請済（　　　　　）
□未申請（　　　　　）

	【５．備考】


（第三面）
建築物エネルギー消費性能確保計画
　　［建築物に関する事項］
	【１．地名地番】

	【２．敷地面積】　　　　　　　　㎡

	【３．建築面積】　　　　　　　　㎡

	【４．延べ面積】　　　　　　　　㎡

	【５．建築物の階数】　（地上）　　　　　　　　階　（地下）　　　　　　　　階

	【６．建築物の用途】
　□非住宅建築物　　□一戸建ての住宅　　□共同住宅等　　□複合建築物

	【７．工事種別】　□新築　　　□増築　　　□改築

	【８．構造】　　　　　　　　造　一部　　　　　　　　造

	【９．該当する地域の区分】　　　地域

	【10．工事着手予定年月日】　　年　　月　　日

	【11．工事完了予定年月日】　　年　　月　　日

	【12．備考】



（第四面）
	【１．非住宅部分の用途】

	【２．建築物の住戸の数】
　　　　　　　　建築物全体　　　　　戸

	【３．建築物の床面積】
（　床面積　）（開放部分を除いた（開放部分及び共用部分を
部分の床面積）　　除いた部分の床面積）
【イ．新築】　　　　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
　【ロ．増築】　　全体（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
　　　　　　　増築部分（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
　【ㇵ．改築】　　全体（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
　　　　　　　改築部分（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）

	【４．建築物のエネルギー消費性能】
【イ．非住宅建築物】
（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第１号イの基準
基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
　　　□基準省令第１条第１項第１号ロの基準
　　　　ＢＥＩ（　　　　　　　　）
　　　　（ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　）
【ロ．一戸建ての住宅】
（外壁、壁等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号イ⑴の基準
外皮平均熱貫流率　　　　　W/(㎡・K)（基準値　　　　　W/(㎡・K)）
冷房期の平均日射熱取得率　　　　 　（基準値　　　　　　　 　　）
□基準省令第１条第１項第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
　（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□基準省令第１条第１項第２号イただし書の規定による適用除外
（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑴の基準
基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
　（　　　　　　　　　　　　　　　　）
【ハ．共同住宅等】
（外壁、壁等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号イ⑴の基準
□基準省令第１条第１項第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
　（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑴の基準
　　基準省令第４条第３項に掲げる数値の区分（□第１号　□第２号）
基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
　（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　【ニ．複合建築物】
□基準省令第１条第１項第３号イの基準
（非住宅部分）
（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第１号イの基準
基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□基準省令第１条第１項第１号ロの基準
　　　　　　ＢＥＩ（　　　　　　　　）
　　　　　　（ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　）
（住宅部分）
（外壁、壁等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号イ⑴の基準
□基準省令第１条第１項第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑴の基準
　　　　基準省令第４条第３項に掲げる数値の区分（□第１号　□第２号）
基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□基準省令第１条第１項第３号ロの基準
（複合建築物）
（一次エネルギー消費量に関する事項）
基準省令第４条第３項に掲げる数値の区分（□第１号　□第２号）
基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
（住宅部分）
（外壁、壁等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号イ⑴の基準
□基準省令第１条第１項第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【５．備考】



（第五面）
　　［住戸に関する事項］
	【１．住戸の番号】

	【２．住戸の存する階】　　　　　　　　階

	【３．専用部分の床面積】　　　　　　　㎡

	【４．住戸のエネルギー消費性能】
（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号イ⑴の基準
外皮平均熱貫流率　　　　　W/(㎡・K)（基準値　　　　　W/(㎡・K)）
冷房期の平均日射熱取得率　　　　 　（基準値　　　　　　　 　　）
□基準省令第１条第１項第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑴の基準
基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）


（別紙）　基準省令第１条第１項第２号イ⑵の基準又は基準省令第１条第１項第２号ロ⑵の基準を用いる場合
１．住戸に係る事項
（１）外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する措置
１）屋根又は天井
【断熱材の施工法】□内断熱　 　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱　 □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)）　□熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
２）壁
【断熱材の施工法】□内断熱　 　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱　 □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)）　□熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
３）床
（イ）外気に接する部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱材の施工法】□内断熱　 　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱　 □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)） □熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
（ロ）その他の部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱材の施工法】□内断熱　 　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱　 □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)）　□熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
４）土間床等の外周部分の基礎壁
（イ）外気に接する部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)）　□熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
（ロ）その他の部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)）　□熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
５）開口部
【断熱性能】熱貫流率（  　 W/(㎡・K)）
【日射遮蔽性能】
□開口部の日射熱取得率（日射熱取得率　　　　　　　　　　 ）
□ガラスの日射熱取得率（日射熱取得率　 　　　　　　　　　）
□付属部材　    
□ひさし、軒等
６）構造熱橋部
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱性能】断熱補強の範囲（　　　㎜）　　断熱補強の熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
（２）一次エネルギー消費量に関する措置
【暖房】暖房設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
【冷房】冷房設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
【換気】換気設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
【照明】照明設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【給湯】給湯設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
２．備考
（注意）
１．各面共通関係
①　この様式において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業省令・国土交通省令第１号。以下「基準省令」という。）において使用する用語の例によります。
②　この様式において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次のとおりとします。
(1)　一戸建ての住宅　一棟の建築物からなる一戸の住宅
(2)　共同住宅等　共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅
２．第一面関係
①　提出者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。
②　設計者氏名については、代表となる設計者の氏名を記載してください。
３．第二面関係
①　建築主が２者以上の場合は、【１．建築主】の欄は代表となる建築主について記入し、別紙に他の建築主について記入して添えてください。
②　【１．建築主】の欄は、建築主が法人の場合は、「イ」は法人の名称及び代表者の氏名のフリガナを、「ロ」は法人の名称及び代表者の氏名を、「ニ」は法人の所在地を、建築主がマンションの管理を行う建物の区分所有等に関する法律第３条又は第65条に規定する団体の場合は、「イ」は団体の名称及び代表者の氏名のフリガナを、「ロ」は団体の名称及び代表者の氏名を、「ニ」は団体の所在地を記入してください。
③　【２．代理者】の欄は、建築主からの委任を受けて提出をする場合に記入してください。
④　【３．設計者】の欄は、代表となる設計者及び提出に係る建築物のエネルギー消費性能確保計画に係る他の全ての設計者について記入してください。設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。
⑤　【４．確認の申請】の欄は、該当するチェックボックスに「✓」マークを入れ、申請済の場合には、申請をした市町村名若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を記入してください。未申請の場合には、申請する予定の市町村名若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を記入し、申請をした後に、遅滞なく、申請をした旨（申請先を変更した場合においては、申請をした市町村名若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を含む。）を届け出てください。なお、所在地については、〇〇県〇〇市、郡〇〇町、村、程度で結構です。
４．第三面関係
①　【６．建築物の用途】及び【７．工事種別】の欄は、該当するチェックボックスに「✓」マークを入れてください。
②　【９．該当する地域の区分】の欄の「地域の区分」は、基準省令第１条第１項第２号イ(1)の地域の区分をいいます（以下同じ。）。
５．第四面関係
①　【１．非住宅部分の用途】の欄は、建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）別紙の表の用途の区分に従い記入してください。
②　【２．建築物の住戸の数】の欄は、第三面の【６．建築物の用途】で「共同住宅等」又は「複合建築物」を選んだ場合のみ記載してください。
③　【３．建築物の床面積】の欄は、第三面の【７．工事種別】の欄の工事種別に応じ、新築等に係る建築物の床面積を記載してください。増築又は改築の場合は、延べ面積を併せて記載してください。「開放部分及び共用部分を除いた部分の床面積」は、第三面の【６．建築物の用途】で「共同住宅等」又は「複合建築物」を選んだ場合のみ記載してください。
④　【３．建築物の床面積】の欄において、「床面積」は、単に建築物の床面積をいい、「開放部分を除いた部分の床面積」は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令（平成28年政令第８号。以下「令」という。）第３条に規定する床面積をいい、「開放部分及び共用部分を除いた部分の床面積」は、同条に規定する階又はその一部及び住宅部分のうち共用部分を除いた部分の面積をいいます。
⑤　【４．建築物のエネルギー消費性能】の欄は、第三面の【６．建築物の用途】の欄において選択した用途に応じて、イからニまでのいずれかについて、以下の内容に従って記載してください。なお、イからニまでの事項のうち、記載しないものについては削除して構いません。
(1)　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）及び（一次エネルギー消費量に関する事項）のそれぞれについて、該当するチェックボックスに「✓」マークを入れた上で記載してください。
(2)　「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の平均日射熱取得率」については、それぞれの基準値（基準省令第１条第１項第２号イ(1)の表に掲げる数値をいう。）と併せて記載してください。
(3)　【ハ．共同住宅等】及び【ニ．複合建築物】の（住宅部分）の「基準一次エネルギー消費量」、「設計一次エネルギー消費量」及び「ＢＥＩ」については、住宅（複合建築物の場合は住宅部分。以下この(3)において同じ。）全体（住宅の増築又は改築をする場合にあっては、当該増築又は改築をする住宅の部分全体）での数値を記載してください。
(4)　「基準省令第１条第１項第２号イ(2)の基準」又は「基準省令第１条第１項第２号ロ(2)の基準」を用いる場合は、別紙に詳細を記載してください。
(5)　「ＢＥＩ」は、設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）を基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。以下この(5)及び(6)において同じ。）で除したものをいいます。ただし、非住宅部分の「ＢＥＩ」を算出する場合における当該基準一次エネルギー消費量（(5)において「引上げ前の基準一次エネルギー消費量」という。）についての基準省令第３条第１項の規定の適用については、同項中「ＥＳＴ＝｛（ＥＳＡＣ＋ＥＳＶ＋ＥＳＬ＋ＥＳＷ＋ＥＳＥＶ）×Ｂ＋ＥＭ｝×10-3」とあるのは、「ＥＳＴ＝（ＥＳＡＣ＋ＥＳＶ＋ＥＳＬ＋ＥＳＷ＋ＥＳＥＶ＋ＥＭ）×10-3」とします。「ＢＥＩ」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
(6)　「ＢＥＩの基準値」は、基準一次エネルギー消費量を引上げ前の基準一次エネルギー消費量で除したものをいいます。なお、非住宅部分を二以上の用途に供する場合にあっては、用途ごとに算出した基準一次エネルギー消費量の合計を、用途ごとに算出した引上げ前の基準一次エネルギー消費量の合計で除したものをいいます。「ＢＥＩの基準値」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
⑥　第四面は、確認申請等他の制度の申請書の写しに必要事項を補って追加して記載した書面その他の記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。
６．第五面関係
①　第五面は、第三面の【６．建築物の用途】の欄で「共同住宅等」又は「複合建築物」を選択した場合に、住戸ごとに作成してください。
②　住戸の階数が二以上である場合には、【３．専用部分の床面積】に各階ごとの床面積を併せて記載してください。
③　【４．住戸のエネルギー消費性能】の欄は、以下の内容に従って記載してください。
(1) （外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）又は（一次エネルギー消費量に関する事項）のそれぞれについて、該当するチェックボックスに「✓」マークを入れた上で記載してください。
(2)　「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の平均日射熱取得率」については、それぞれの基準値（基準省令第１条第１項第２号イ⑴の表に掲げる数値をいう。）と併せて記載してください。
(3)　「基準省令第１条第１項第２号イ⑵の基準」又は「基準省令第１条第１項第２号ロ⑵の基準」を用いる場合は、別紙に詳細を記載してください。
(4) 「ＢＥＩ」は、設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）を基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）で除したものをいいます。「ＢＥＩ」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
④　第五面は、確認申請等他の制度の申請書の写しに必要事項を補うこと、複数の住戸に関する情報を集約して記載すること等により記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。
７．別紙関係
①　１欄は、共同住宅等又は複合建築物については、その住戸に係る措置について、住戸ごとに記入してください。なお、計画に係る住戸の数が二以上である場合は、当該各住戸に関して記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。共同住宅等又は複合建築物の増築又は改築については、１欄の措置のうち、記載しないものについては削除して構いません。
②　１欄の（１）の１）から３）までにおける「断熱材の施工法」は、部位ごとに断熱材の施工法を複数用いている場合は、主たる施工法のチェックボックスに「✓」マークを入れてください。なお、主たる施工法以外の施工法について、主たる施工法に準じて、別紙のうち当該部位に係る事項を記入したものを添えることを妨げるものではありません。
③　１欄の（１）の１）から４）までにおける「断熱性能」は、「熱貫流率」又は「熱抵抗値」のうち、該当するチェックボックスに「✓」マークを入れ、併せて必要な事項を記入してください。
④　１欄の（１）の３）及び４）における（イ）及び（ロ）の「該当箇所の有無」は、該当箇所がある場合には「有」のチェックボックスに、「✓」マークを入れてください。
⑤　１欄の（１）の５）は、開口部のうち主たるものを対象として、必要な事項を記入してください。
⑥　１欄の（１）の５）の「日射遮蔽性能」は、「開口部の日射熱取得率」、「ガラスの日射熱取得率」、「付属部材」又は「ひさし、軒等」について該当するチェックボックスに「✓」マークを入れ、必要な事項を記入してください。地域の区分のうち８の地域に存する複合建築物に係る「日射遮蔽性能」については、北±22.5度以外の方位に設置する開口部について記載してください。
⑦　１欄の（１）の６）の「該当箇所の有無」は、該当箇所がある場合には、「有」のチェックボックスに「✓」マークを入れ、「断熱性能」の欄に、「断熱補強の範囲」及び「断熱補強の熱抵抗値」を記入してください。
⑧　１欄の（２）の「暖房」、「冷房」、「換気」、「照明」、「給湯」については、住戸に設置する設備機器（「照明」にあっては、非居室に白熱灯又はこれと同等以下の性能の照明設備を採用しない旨）とその効率（「照明」を除き、かつ、効率に係る基準を用いる場合に限る。）を記載してください。設備機器が複数ある場合は最も効率の低い設備機器とその効率を記載してください。「効率」の欄には、「暖房」では熱源機の熱効率又は暖房能力を消費電力で除した値を、「冷房」では冷房能力を消費電力で除した値を、「換気」では比消費電力（全般換気設備の消費電力を設計風量で除した値をいう。以下同じ。）（熱交換換気設備を採用する場合にあっては、比消費電力を有効換気量率で除した値）を、「給湯」ではモード熱効率、年間給湯保温効率又は年間給湯効率をそれぞれ記載してください。ただし、浴室等、台所及び洗面所がない場合は、「給湯」の欄は記載する必要はありません。
⑨　１欄に書き表せない事項で特に記入すべき事項は、２欄に記入し、又は別紙に記入して添えてください。
様式第二（第四条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
（第一面）
変更計画書
年　　月　　日
所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　殿
提出者の住所又は　　　　　　　　　　
主たる事務所の所在地　　　　　　　　
提出者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
設計者氏名　　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第２項（同法第14条第２項において読み替えて適用する場合を含む。）の規定により、変更後の建築物エネルギー消費性能確保計画を提出します。この計画書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
【計画を変更する建築物の直前の建築物エネルギー消費性能適合性判定】
【適合判定通知書番号】　　　　第　　　　　　号
【適合判定通知書交付年月日】　　　年　　月　　日
【適合判定通知書交付者】
【計画変更の概要】
（本欄には記入しないでください。）
	受付欄
	適合判定通知書番号欄
	決裁欄

	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	

	 第　　　　　　 　号 
	第　　　　　　 　号
	

	係員氏名

	係員氏名
	


（注意）
１．第二面から第五面までとして別記様式第一の第二面から第五面までに記載すべき事項を記載した書類を添えてください。
２．別記様式第一の（注意）に準じて記入してください。
様式第三（第六条第一項第一号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第３項の規定による
適合判定通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　
　下記による計画書に記載の建築物エネルギー消費性能確保計画は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを通知します。
記
１．提出年月日　　　　　　年　　月　　日
２．建築場所
３．建築物又はその部分の概要
（注意）この証は、大切に保存しておいてください。
様式第四（第六条第一項第二号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第３項の規定による
適合しない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　
　別添の計画書及び添付図書に記載の建築物エネルギー消費性能確保計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合しないものであると判定しましたので、通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をすることができます（なお、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。また、この通知を受けた日（当該処分につき審査請求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６か月以内に　　　　　を被告として（訴訟において　　　　　を代表する者は　　　　　　となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
記
（理由）
様式第五（第六条第二項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第４項の規定による
期間を延長する旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　
　下記による計画書は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第３項に規定する期間内に同項の通知書を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、同条第４項の規定により通知します。
記
１．提出年月日　　　　　　年　　月　　日
２．建築場所
（理由）
（延長する期間）
（備考）
様式第六（第六条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第５項の規定による
適合するかどうかを決定することができない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　
　下記による計画書は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合するかどうかを決定することができないので、同法第11条第５項の規定により通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をすることができます（なお、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。また、この通知を受けた日（当該処分につき審査請求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６か月以内に　　　　　を被告として（訴訟において　　　　　を代表する者は　　　　　　となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
記
１．提出年月日　　　　　　年　　月　　日
２．建築場所
（理由）
（備考）
様式第七（第七条第一項第一号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項の規定により
読み替えて適用される同法第11条第３項の規定による適合判定通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　
　下記による計画書に記載の建築物エネルギー消費性能確保計画は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを通知します。
記
１．提出年月日　　　　　　年　　月　　日
２．建築場所
３．建築物又はその部分の概要
４．建築物エネルギー消費性能適合性判定を行つた適合性判定員氏名
（注意）この証は、大切に保存しておいてください。
様式第八（第七条第一項第二号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項の規定により
読み替えて適用される同法第11条第３項の規定による適合しない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　
　別添の計画書及び添付図書に記載の建築物エネルギー消費性能確保計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合しないものであると判定しましたので、通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をすることができます（なお、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。また、この通知を受けた日（当該処分につき審査請求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６か月以内に　　　　　を被告として（訴訟において　　　　　を代表する者は　　　　　　となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
記
（理由）
様式第九（第七条第二項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項において
読み替えて適用する同法第11条第４項の規定による期間を延長する旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　
　下記による計画書は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項において読み替えて適用する同法第11条第３項に規定する期間内に同項の通知書を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、同条第４項の規定により通知します。
記
１．提出年月日　　　　　　年　　月　　日
２．建築場所
（理由）
（延長する期間）
（備考）

様式第十（第七条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項において
読み替えて適用する同法第11条第５項の規定による
適合するかどうかを決定することができない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　
　下記による計画書は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合するかどうかを決定することができないので、同法第14条第２項において読み替えて適用する同法第11条第５項の規定により通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をすることができます（なお、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。また、この通知を受けた日（当該処分につき審査請求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６か月以内に　　　　　を被告として（訴訟において　　　　　を代表する者は　　　　　　となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
記
１．提出年月日　　　　　　年　　月　　日
２．建築場所
（理由）
（備考）
様式第十一（第九条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
（第一面）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第２項の規定による計画通知書
年　　月　　日
所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　殿
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
通知者官職　　　　　　　　　　　　　
設計者氏名　　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第２項（同法第14条第２項において読み替えて適用する場合を含む。）の規定により建築物エネルギー消費性能確保計画を通知します。
（本欄には記入しないでください。）
	受付欄
	適合判定通知書番号欄
	決裁欄

	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	

	 第　　　　　　 　号 
	第　　　　　　 　号
	

	係員氏名

	係員氏名
	


（注意）
１．第二面から第五面までとして別記様式第一の第二面から第五面までに記載すべき事項を記載した書類を添えてください。
２．別記様式第一の（注意）に準じて記入してください。
様式第十二（第九条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
（第一面）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第３項の規定による計画変更通知書
年　　月　　日
所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　殿
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
通知者官職　　　　　　　　　　　　　
設計者氏名　　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第３項（同法第14条第２項において読み替えて適用する場合を含む。）の規定により建築物エネルギー消費性能確保計画を通知します。
【計画を変更する建築物の直前の建築物エネルギー消費性能適合性判定】
【適合判定通知書番号】　　　　第　　　　　　号
【適合判定通知書交付年月日】　　　年　　月　　日
【適合判定通知書交付者】
【計画変更の概要】
（本欄には記入しないでください。）
	受付欄
	適合判定通知書番号欄
	決裁欄

	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	

	 第　　　　　　 　号 
	第　　　　　　 　号
	

	係員氏名

	係員氏名
	


（注意）
１．第二面から第五面までとして別記様式第一の第二面から第五面までに記載すべき事項を記載した書類を添えてください。
２．別記様式第一の（注意）に準じて記入してください。 
様式第十三（第九条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第４項の規定による
適合判定通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　　　
　下記の計画は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを通知します。
記
１．通知年月日　　　　　　年　　月　　日付け　第　　　　　号
２．建築場所
３．建築物又はその部分の概要
（注意）この証は、大切に保存しておいてください。
様式第十四（第九条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第４項の規定による
適合しない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　　　
　別添の計画通知書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合しないものであると判定しましたので、通知します。
記
（理由）
様式第十五（第九条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第５項の規定による
期間を延長する旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　　　
　下記の計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第４項に規定する期間内に同項の通知書を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、同条第５項の規定により通知します。
記
１．通知年月日　　　　　　年　　月　　日付け　第　　　　　号
２．建築場所
（理由）
（延長する期間）
（備考）
様式第十六（第九条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第12条第６項の規定による
適合するかどうかを決定することができない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
所管行政庁　　　　　　　　　　　　
　下記の計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合するかどうかを決定することができないので、同法第12条第６項の規定により通知します。
記
１．通知年月日　　　　　　年　　月　　日付け　第　　　　　号
２．建築場所
（理由）
（備考）
様式第十七（第九条第四項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項の規定により
読み替えて適用される同法第12条第４項の規定による適合判定通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　　　
　下記の計画は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを通知します。
記
１．通知年月日　　　　　　年　　月　　日付け　第　　　　　号
２．建築場所
３．建築物又はその部分の概要
４．建築物エネルギー消費性能適合性判定を行つた適合性判定員氏名
（注意）この証は、大切に保存しておいてください。
様式第十八（第九条第四項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項の規定により
読み替えて適用される同法第12条第４項の規定による適合しない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　　　
　別添の計画通知書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合しないものであると判定しましたので、通知します。
記
（理由）
様式第十九（第九条第四項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項において
読み替えて適用する同法第12条第５項の規定による期間を延長する旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　　　
　下記の計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項において読み替えて適用する同法第12条第４項に規定する期間内に同項の通知書を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、同条第５項の規定により通知します。
記
１．通知年月日　　　　　　年　　月　　日付け　第　　　　　号
２．建築場所
（理由）
（延長する期間）
（備考）
様式第二十（第九条第四項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第14条第２項において
読み替えて適用する同法第12条第６項の規定による
適合するかどうかを決定することができない旨の通知書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
建築主　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能判定機関　　　　　　　　　　　　
　下記の計画は、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合するかどうかを決定することができないので、同法第14条第２項において読み替えて適用する同法第12条第６項の規定により通知します。
記
１．通知年月日　　　　　　年　　月　　日付け　第　　　　　号
２．建築場所
（理由）
（備考）
様式第二十一（第十二条関係）（日本産業規格Ａ列７番）
（表）
	　　　　年　　　月　　　日交付第　　号（　　年　　月　　日限り有効）
職　　　名
氏　　　名
生　年　月　日
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第15条第２項の規定による
立　入　検　査　証
（所管行政庁名）　　　印　　　　



（裏）
	建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律抜粋
第15条　所管行政庁は、第13条の規定の施行に必要な限度において、建築主等に対し、第10条第１項の規定により建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない建築物の建築物エネルギー消費性能基準への適合に関する事項に関し報告させ、又はその職員に、当該建築物若しくはその工事現場に立ち入り、当該建築物、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。
２　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。
３　第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
第72条　次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、50万円以下の罰金に処する。
一　第15条第１項、第23条第４項、第26条第４項若しくは第28条第４項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。


様式第二十二（第十四条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
特殊の構造又は設備を用いる建築物の認定申請書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
申請者の住所又は　　　　　　　　　　
主たる事務所の所在地　　　　　　　　
申請者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
設計者氏名　　　　　　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第16条第３項の規定による特殊の構造又は設備を用いる建築物の認定を受けたいので、次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
記
１．認定を受けようとする特殊の構造又は設備を用いる建築物の名称
２．認定を受けようとする特殊の構造又は設備を用いる建築物の所在地
３．特殊の構造又は設備を用いる建築物の内容
４．備考
（注意）
１．申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。
２．設計者氏名については、代表となる設計者の氏名を記載してください。
３．各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。
４．この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙（消印をしていないものに限る。）を貼付してください。
様式第二十三（第十六条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
特殊の構造又は設備を用いる建築物の認定書
第　　　　　号
年　　月　　日
申請者　　　　　　　　　殿
国土交通大臣　　　　　　　　　　　　
　下記の特殊の構造又は設備を用いる建築物については、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第16条第３項の規定に基づき、建築物エネルギー消費性能基準に適合する建築物と同等以上のエネルギー消費性能を有するものであることを認定します。
記
１．認定番号
２．認定をした特殊の構造又は設備を用いる建築物の名称
３．認定をした特殊の構造又は設備を用いる建築物の所在地
４．認定をした特殊の構造又は設備を用いる建築物の内容
５．備考
様式第二十四（第十六条第二項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
特殊の構造又は設備を用いる建築物の認定をしない旨の通知書
第　　　　　号
年　　月　　日
申請者　　　　　　　　　殿
国土交通大臣　　　　　　　　　　　　
　下記の申請については、下記の理由により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第16条第３項の規定による特殊の構造又は設備を用いる建築物の認定をしないこととしたので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第16条第２項の規定により通知書を交付します。
　なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に国土交通大臣に対して異議申立てをすることができます。
記
１．申請年月日　　　　年　　　月　　　日
２．申請に係る特殊の構造又は設備を用いる建築物の名称
３．理由
様式第二十五（第十七条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
評価申請書
年　　月　　日
国土交通大臣
登録建築物エネルギー消費性能評価機関　　殿
申請者の住所又は　　　　　　　　　　
主たる事務所の所在地　　　　　　　　
申請者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
設計者氏名　　　　　　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第17条第１項の規定による評価を受けたいので、次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
記１．評価を受けようとする特殊の構造又は設備を用いる建築物の名称
２．評価を受けようとする特殊の構造又は設備を用いる建築物の所在地
３．特殊の構造又は設備を用いる建築物の内容
４．備考
（注意）
１．申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。
２．設計者氏名については、代表となる設計者の氏名を記載してください。
３．各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。
４．国土交通大臣に申請する場合は、この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙（消印をしていないものに限る。）を貼付してください。
様式第二十六（第十八条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
特殊の構造又は設備を用いる建築物のエネルギー消費性能に関する評価書
第　　　　　号
年　　月　　日
申請者　　　　　　　　　殿
登録建築物エネルギー消費性能評価機関　　　　　　　　　　　　
　先に申請のあった特殊の構造又は設備を用いる建築物のエネルギー消費性能に関する評価の結果については、下記のとおりであることを証明する。
記
１．申請のあった特殊の構造又は設備を用いる建築物の名称及び所在地
２．当該特殊の構造又は設備を用いる建築物の申請者の氏名又は名称及び住所
３．当該特殊の構造又は設備を用いる建築物の内容
４．評価の内容
（１）評価員の氏名
（２）評価の結果
５．備考
（注意）各欄に記載すべき事項は、別紙により提出することができます。
 様式第二十七（第二十条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
（第一面）
建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請書
年　　月　　日
　　　所管行政庁　　　殿
申請者の住所又は                          主たる事務所の所在地
申請者の氏名又は名称
            　　
代表者の氏名
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「法」という。）第29条第１項の規定により、建築物エネルギー消費性能向上計画について認定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
【申請の対象とする範囲】
□建築物全体
□建築物全体（建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項が記載されたものに限る。）
□複合建築物の非住宅部分
□複合建築物の住宅部分
（本欄には記入しないでください。）
	受付欄
	認定番号欄
	決　裁　欄

	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	

	 第　　　　　　 　号 
	 第　　　 　　　　号
	

	係員氏名

	係員氏名

	


（第二面）
　　［建築主等に関する事項］
	【１．建築主】
　【イ．氏名のフリガナ】
　【ロ．氏名】
　【ハ．郵便番号】
　【ニ．住所】
　【ホ．電話番号】

	【２．代理者】
【イ．氏名】
【ロ．勤務先】
【ハ．郵便番号】
【ニ．住所】
【ホ．電話番号】

	【３．設計者】
（代表となる設計者）
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】
（その他の設計者）
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】
　【イ．資格】　　　　　（　　　）建築士　　　（　　　　　　）登録第　　　　　号
　【ロ．氏名】
　【ハ．建築士事務所名】（　　　）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　　号
　【ニ．郵便番号】
　【ホ．所在地】
　【ヘ．電話番号】
　【ト．作成した設計図書】

	【４.確認の申請】
□申請済（　　　　　）
□未申請（　　　　　）

	【５．備考】


（第三面）
建築物エネルギー消費性能向上計画
１．新築等をしようとする建築物の位置、延べ面積、構造、設備及び用途並びに敷地面積に関する事項
　　［建築物に関する事項］
	【１．地名地番】

	【２．敷地面積】　　　　　　　　　㎡

	【３．建築面積】　　　　　　　　　㎡

	【４．延べ面積】　　　　　　　　　㎡　　

	【５．建築物の階数】　（地上）　　　　　　階　（地下）　　　　　　　階

	【６．建築物の用途】
□非住宅建築物　　□一戸建ての住宅　　□共同住宅等　　□複合建築物

	【７．建築物の住戸の数】
　　　　　　　　　　戸

	【８．工事種別】□新築　　□増築　　□改築
□修繕又は模様替
□空気調和設備等の設置　　□空気調和設備等の改修

	【９．構造】　　　　　　　　造　一部　　　　　　　造

	【10．令和４年改正基準省令附則第３項又は第４項の適用の有無】
　　□有（竣工年月日　　　　年　　　　月　　　　日　　竣工）
　□無

	【11．建築物の構造及び設備の概要】
別添設計内容説明書による

	【12．該当する地域の区分】　　　　地域

	【13．建築物の床面積】
（　床面積　）（開放部分を除いた（開放部分及び共用部分を
部分の床面積）　 除いた部分の床面積）
【イ．新築】　　　　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
　【ロ．増築】　　全体（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
　　　　　　　増築部分（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
　【ㇵ．改築】　　全体（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）
改築部分（　　　　㎡）　（　　　　㎡）　（　　　　㎡）

	【14．建築物のエネルギー消費性能】
　【イ．非住宅建築物】
　　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第１号イ⑴の基準
年間熱負荷係数　　　　　MJ/(㎡・年)（基準値　　　　　MJ/(㎡・年)）
ＢＰＩ（　　　　　　　　）
□基準省令第10条第１号イ⑵の基準
年間熱負荷係数　　　　　MJ/(㎡・年)（基準値　　　　　MJ/(㎡・年)）
ＢＰＩ（　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第３項の規定による適用除外
　　（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第10条第１号ロ⑴の基準
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（誘導ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□基準省令第10条第１号ロ⑵の基準
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（誘導ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第３項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（誘導ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
　【ロ．一戸建ての住宅】
　　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第２号イ⑴の基準
外皮平均熱貫流率　　　　　W/(㎡・K)（基準値　　　　　　W/(㎡・K)）
冷房期の平均日射熱取得率　　　　　 （基準値　　　　　　　　　　 ）
      □基準省令第10条第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の
基準
　　（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第10条第２号ロ⑴の基準
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
　　　□基準省令第10条第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の
基準
【ハ．共同住宅等】
　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第２号イ⑴の基準
□基準省令第10条第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準
　　（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第10条第２号ロ⑴の基準
　　基準省令第14条第２項に掲げる数値の区分（□第１号　□第２号）
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
　　誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
      □基準省令第10条第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準
【ニ．複合建築物】
□基準省令第10条第３号イの基準
　（非住宅部分）
　　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第１号イ⑴の基準
年間熱負荷係数　　　　　MJ/(㎡・年)（基準値　　　　　MJ/(㎡・年)）
ＢＰＩ（　　　　　　　　　　）
□基準省令第10条第１号イ⑵の基準
年間熱負荷係数　　　　　MJ/(㎡・年)（基準値　　　　　MJ/(㎡・年)）
ＢＰＩ（　　　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第３項の規定による適用除外
　　（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第10条第１号ロ⑴の基準
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
　　誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（誘導ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□基準省令第10条第１号ロ⑵の基準
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（誘導ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第３項に規定する増築、改築又は修繕等をする部
分の基準
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（誘導ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
（住宅部分）
　　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第２号イ⑴の基準
□基準省令第10条第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする　部分の基準
　　（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第10条第２号ロ⑴の基準
　　　　基準省令第14条第２項に掲げる数値の区分（□第１号　□第２号）
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
　　　　誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
　　　　　□基準省令第10条第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする
部分の基準
□基準省令第10条第３号ロの基準
　（非住宅部分）
　　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第１号イ⑴の基準
年間熱負荷係数　　　　　MJ/(㎡・年)（基準値　　　　　MJ/(㎡・年)）
ＢＰＩ（　　　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第１号イの基準
　　基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（住宅部分）
　　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第２号イ⑴の基準
□基準省令第10条第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第１条第１項第２号ロ⑴の基準
　　　　基準省令第４条第３項に掲げる数値の区分（□第１号　□第２号）
　　　　基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
ＢＥＩ（　　　　　　　　）
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（複合建築物）
（一次エネルギー消費量に関する事項）
基準省令第14条第２項に掲げる数値の区分（□第１号　□第２号）
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
　　誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
（誘導ＢＥＩの基準値　　　　　　　　）

	【15．確認の特例】
法第35条第２項の規定による申出の有無　　□有    □無

	【16．建築物の床面積のうち、通常の建築物の床面積を超える部分】


	【17．備考】



（第四面）
　　［住戸に関する事項］　
	【１．住戸の番号】


	【２．住戸の存する階】　　　　　　　　階


	【３．専用部分の床面積】　　　　　　　㎡


	【４．住戸のエネルギー消費性能】
（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）
□基準省令第10条第２号イ⑴の基準
外皮平均熱貫流率　　　　　W/(㎡・K) （基準値　　　　　W/(㎡・K)）
冷房期の平均日射熱取得率　　　　　　（基準値　　　　 　　　　　）
　　□基準省令第10条第２号イ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基
準
（一次エネルギー消費量に関する事項）
□基準省令第10条第２号ロ⑴の基準
誘導基準一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導設計一次エネルギー消費量　　　　GJ/年
誘導ＢＥＩ（　　　　　　　　）
　　□基準省令第10条第２号ロ⑵の基準
□国土交通大臣が認める方法及びその結果
（　　　　　　　　　　　　　　　　）
□令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基
　　　準


（第五面）
２．エネルギー消費性能の一層の向上のための建築物の新築等に係る資金計画
	


　
３．エネルギー消費性能の一層の向上のための建築物の新築等に関する工事の着手予定時期及び完了予定時期
	　[工事の着手の予定年月日]　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	　[工事の完了の予定年月日]　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


（別紙）　基準省令第10条第２号イ⑵の基準、基準省令第10条第２号ロ⑵の基準又は令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築若しくは修繕等をする部分の基準を用いる場合
１．住戸に係る事項
（１）外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する措置
１）屋根又は天井
【断熱材の施工法】□内断熱　 　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱　 □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)）　□熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
２）壁
【断熱材の施工法】□内断熱　 　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱　 □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)）　□熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
３）床
（イ）外気に接する部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱材の施工法】□内断熱　　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱  □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)） □熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
（ロ）その他の部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱材の施工法】□内断熱　　□外断熱　　□両面断熱　
□充填断熱  □外張断熱　□内張断熱
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)） □熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
４）土間床等の外周部分の基礎壁
（イ）外気に接する部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)） □熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
（ロ）その他の部分
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱性能】□熱貫流率（　　　W/(㎡・K)） □熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
５）開口部
【断熱性能】□熱貫流率（      　 W/(㎡・K)）
【日射遮蔽性能】
  □開口部の日射熱取得率（日射熱取得率　　　　　　　　　　 ）
□ガラスの日射熱取得率（日射熱取得率　 　　　　　　　　　）
□付属部材　    
□ひさし、軒等
６）構造熱橋部
【該当箇所の有無】□有　□無
【断熱性能】断熱補強の範囲（　　　㎜）　　断熱補強の熱抵抗値（       (㎡・K)/W）
（２）一次エネルギー消費量に関する措置
【暖房】暖房設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
【冷房】冷房設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
【換気】換気設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
【照明】照明設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【給湯】給湯設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
効率（                                        　　　　　　  ）
２．備考
（注意）
１．各面共通関係
①　この様式において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業省令・国土交通省令第１号。この様式において「基準省令」という。）において使用する用語の例によります。
②　この様式において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次のとおりとします。
(1)　一戸建ての住宅　一棟の建築物からなる一戸の住宅
(2)　共同住宅等　共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅
(3)　申請建築物　法第29条第３項に規定する申請建築物
(4)　他の建築物　法第29条第３項に規定する他の建築物
(5)　施行日以後認定申請建築物　建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令（令和４年経済産業省令・国土交通省令第１号。この様式において「令和４年改正基準省令」という。）附則第２項に規定する施行日以後認定申請建築物
③　第一面の【申請の対象とする範囲】の欄で「建築物全体（建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項が記載されたものに限る。）」を選んだ場合は、申請建築物について、第一面から第五面までを、他の建築物について、第二面から第四面までを作成してください。なお、他の建築物が二以上ある場合には、当該他の建築物それぞれについて作成してください。
２．第一面関係
①　申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。
②　【申請の対象とする範囲】の欄は、非住宅建築物、一戸建ての住宅又は共同住宅等若しくは複合建築物の全体に係る申請の場合には「建築物全体」のチェックボックスに、非住宅建築物、一戸建ての住宅又は共同住宅等若しくは複合建築物の全体に係る申請であって建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項を記載する場合には「建築物全体（建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項が記載されたものに限る。）」のチェックボックスに、複合建築物の非住宅部分のみに係る申請の場合には「複合建築物の非住宅部分」のチェックボックスに、複合建築物の住宅部分のみに係る申請の場合には「複合建築物の住宅部分」のチェックボックスに、「(」マークを入れてください。
３．第二面関係
①　この面は、エネルギー消費性能の一層の向上のための建築物の新築等が、法第11条第１項の建築物のエネルギー消費性能適合性判定を受けなければならない場合にのみ、記載してください。
②　建築主が２者以上の場合は、【１．建築主】の欄は代表となる建築主について記入し、別紙に他の建築主について記入して添えてください。
③　１．建築主】の欄は、建築主が法人の場合は、「イ」は法人の名称及び代表者の氏名のフリガナを、「ロ」は法人の名称及び代表者の氏名を、「ニ」は法人の所在地を、建築主がマンションの管理を行う建物の区分所有等に関する法律第３条又は第65条に規定する団体の場合は、「イ」は団体の名称及び代表者の氏名のフリガナを、「ロ」は団体の名称及び代表者の氏名を、「ニ」は団体の所在地を記入してください。
④　【２．代理者】の欄は、建築主からの委任を受けて提出をする場合に記入してください。
⑤　【３．設計者】の欄は、代表となる設計者及び申請に係る建築物のエネルギー消費性能向上計画に係る他の全ての設計者について記入してください。設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。
⑥  【４．確認の申請】の欄は、該当するチェックボックスに「✓」マークを入れ、申請済の場合には、申請をした市町村名若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を記入してください。未申請の場合には、申請する予定の市町村名若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を記入し、申請をした後に、遅滞なく、申請をした旨（申請先を変更した場合においては、申請をした市町村名若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を含む。）を届け出てください。なお、所在地については、〇〇県〇〇市、郡〇〇町、村、程度で結構です。
⑦  他の建築物について記載する場合は、【５．備考】の欄に他の建築物に係る建築主等に関する事項である旨を記載してください。
４．第三面関係
①　【６．建築物の用途】及び【８．工事種別】の欄は、該当するチェックボックスに「(」マークを入れてください。
②  【７．建築物の住戸の数】の欄は、【６．建築物の用途】で「共同住宅等」又は「複合建築物」を選んだ場合のみ記載してください。
③  【10．令和４年改正基準省令附則第３項又は第４項の適用の有無】の欄は、該当するチェックボックスに「(」マークを入れ、「有」の場合は申請に係る建築物の新築工事の竣工年月日を記載してください。
④  【12．該当する地域の区分】の欄の「地域の区分」は、基準省令第１条第１項第２号イ⑴の地域の区分をいいます（以下同じ。）。
⑤  【13．建築物の床面積】の欄は、第三面の【７．工事種別】の欄の工事種別に応じ、新築等に係る建築物の床面積を記載してください。増築又は改築の場合は、延べ面積を併せて記載してください。「開放部分及び共用部分を除いた部分の床面積」は、【６．建築物の用途】で「共同住宅等」又は「複合建築物」を選んだ場合のみ記載してください。
⑥  【13．建築物の床面積】の欄において、「床面積」は、単に建築物の床面積をいい、「開放部分を除いた部分の床面積」は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令（平成28年政令第８号）第３条に規定する床面積をいい、「開放部分及び共用部分を除いた部分の床面積」は、同条に規定する階又はその一部及び住宅部分のうち共用部分を除いた部分の面積をいいます。
⑦  【14．建築物のエネルギー消費性能】の欄は、【６．建築物の用途】の欄において選択した用途に応じて、イからニまでのいずれかについて、以下の内容に従って記載してください。なお、イからニまでの事項のうち、記載しないものについては削除して構いません。
(1)　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）及び（一次エネルギー消費量に関する事項）のそれぞれについて、該当するチェックボックスに「(」マークを入れた上で記載してください。
(2)　「年間熱負荷係数」については、基準値（基準省令別表第２に掲げる数値をいう。）と併せて記載してください。
(3)　「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の平均日射熱取得率」については、それぞれの基準値（基準省令第10条第２号イ⑴の表に掲げる数値をいう。）と併せて記載してください。
(4)　【ハ．共同住宅等】及び【ニ．複合建築物】の（住宅部分）の「誘導基準一次エネルギー消費量」、「誘導設計一次エネルギー消費量」及び「誘導ＢＥＩ」については、住宅（複合建築物の場合は住宅部分）全体での数値を記載してください。
(5)　「基準省令第10条第２号イ⑵の基準」又は「基準省令第10条第２号ロ⑵の基準」を用いる場合は、別紙に詳細を記載してください。
(6)　この欄において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次のとおりとします。
ⅰ）　年間熱負荷係数　屋内周囲空間の年間熱負荷を屋内周囲空間の床面積の合計で除して得た数値をいいます。
ⅱ）  ＢＰＩ　年間熱負荷係数を基準値で除したものをいいます。記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
ⅲ）  ＢＥＩ　設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）を基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。以下このⅲ)及びⅳ)において同じ。）で除したものをいいます。ただし、非住宅部分の「ＢＥＩ」を算出する場合における当該基準一次エネルギー消費量（ⅳ)において「引上げ前の基準一次エネルギー消費量」という。）についての基準省令第３条第１項の規定の適用については、同項中「ＥＳＴ＝｛（ＥＳＡＣ＋ＥＳＶ＋ＥＳＬ＋ＥＳＷ＋ＥＳＥＶ）×Ｂ＋ＥＭ｝×10-3」とあるのは、「ＥＳＴ＝（ＥＳＡＣ＋ＥＳＶ＋ＥＳＬ＋ＥＳＷ＋ＥＳＥＶ＋ＥＭ）×10-3」とします。「ＢＥＩ」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
ⅳ)　ＢＥＩの基準値　基準一次エネルギー消費量を引上げ前の基準一次エネルギー消費量で除したものをいいます。なお、非住宅部分を二以上の用途に供する場合にあっては、用途ごとに算出した基準一次エネルギー消費量の合計を、用途ごとに算出した引上げ前の基準一次エネルギー消費量の合計で除したものをいいます。「ＢＥＩの基準値」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
ⅴ）　誘導ＢＥＩ　誘導設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）を基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）で除したものをいいます。「誘導ＢＥＩ」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
ⅵ）　誘導ＢＥＩの基準値　誘導基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）を基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）で除したものをいいます。なお、非住宅部分を二以上の用途に供する場合にあっては、用途ごとに算出した誘導基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）の合計を、用途ごとに算出した基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）の合計で除したものをいいます。「誘導ＢＥＩの基準値」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
(7)　施行日以後認定申請建築物の増築、改築又は修繕等をする場合については、以下の内容に
従って記載してください。
i）　非住宅建築物及び複合建築物の非住宅部分について、建築物全体の一次エネルギー消費量は「基準省令第10条第１号ロ(1)の基準」又は「基準省令第10条第１号ロ(2)の基準」に、令和４年改正基準省令附則第３項の一次エネルギー消費量に関する国土交通大臣が定める基準に関する事項は「令和４年改正基準省令附則第３項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準」に記載してください。
ⅱ）　一戸建ての住宅、共同住宅等又は複合建築物の住宅部分について、住戸全体の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項は「基準省令第10条第２号イ⑴の基準」に、住戸全体の一次エネルギー消費量に関する事項は「基準省令第10条第２号ロ⑴の基準」に記載するとともに、令和４年改正基準省令附則第４項の基準の適用を受ける場合には、「令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準」のチェックボックスに「(」マークを入れ、別紙に詳細を記載してください。
⑧　【15．確認の特例】の欄は、認定の申請に併せて建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の規定による確認の申請書を提出して同項に規定する建築基準関係規定に適合するかどうかの審査を受けるよう申し出る場合には「有」のチェックボックスに、申し出ない場合には「無」のチェックボックスに、「(」マークを入れてください。
⑨　【16．建築物の床面積のうち、通常の建築物の床面積を超える部分】の欄には、法第35条第１項（同条第２項において読み替えて適用する場合を含む。）の規定により容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分の床面積（建築基準法第52条第３項及び第６項並びに建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第２条第１項第４号及び第３項の規定に基づき延べ面積に算入しない部分の床面積を除き、建築物の延べ面積（建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項が記載されたものについては、申請建築物の延べ面積と他の建築物の延べ面積の合計をいう。以下この⑨において同じ。）の10分の１を超えるときは当該建築物の延べ面積の10分の１とする。）を記入してください。また、当該床面積の算定根拠を示す資料を別に添付してください。
⑩　他の建築物について作成する場合は、【15．確認の特例】及び【16．建築物の床面積のうち、通常の建築物の床面積を超える部分】の記載は不要です。
⑪　第三面は、建築確認等他の制度の申請書の写しに必要事項を補って追加して記載した書面その他の記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。
５．第四面関係
①　第四面は、第三面の【６．建築物の用途】の欄で「共同住宅等」又は「複合建築物」（複合建築物の非住宅部分の認定を除く。）を選択した場合に、住戸ごとに作成してください。
②　住戸の階数が二以上である場合には、【３．専用部分の床面積】に各階ごとの床面積を併せて
記載してください。
③　【４．住戸のエネルギー消費性能】の欄は、以下の内容に従って記載してください。
(1)　（外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項）及び（一次エネルギー消費量に関する事項）のそれぞれについて、該当するチェックボックスに「(」マークを入れた上で記載してください。
(2)　「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の平均日射熱取得率」については、それぞれの基準値（基準省令第10条第２号イの表に掲げる数値をいう。）と併せて記載してください。
(3)　「誘導ＢＥＩ」は、誘導設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）を基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）で除したものをいいます。「誘導ＢＥＩ」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。
(4)　「基準省令第10条第２号イ⑵の基準」又は「基準省令第10条第２号ロ⑵の基準」を用いる場合は、別紙に詳細を記載してください。
(5）　施行日以後認定申請建築物の増築、改築又は修繕等をする場合の記載について、住戸全体の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項は「基準省令第10条第２号イ⑴の基準」に、住戸全体の一次エネルギー消費量に関する事項は「基準省令第10条第２号ロ⑴の基準」に記載するとともに、令和４年改正基準省令附則第４項の基準の適用を受ける場合には、「令和４年改正基準省令附則第４項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準」のチェックボックスに「(」マークを入れ、別紙に詳細を記載してください。
④　第四面は、他の制度の申請書の写しに必要事項を補うこと、複数の住戸に関する情報を集約し
て記載すること等により記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができ
ます。
６．第五面関係
第五面は、記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。
７. 別紙関係
　①　１欄は、共同住宅等又は複合建築物については、その住戸に係る措置について、住戸ごとに記入して下さい。なお、計画に係る住戸の数が二以上である場合は、当該各住戸に関して記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。
　②　１欄の（１）の１）から３）までにおける「断熱材の施工法」は、部位ごとに断熱材の施工法を複数用いている場合は、主たる施工法のチェックボックスに「✓」マークを入れてください。なお、主たる施工法以外の施工法について、主たる施工法に準じて、別紙のうち当該部位に係る事項を記入したものを添えることを妨げるものではありません。
　③　１欄の（１）の１）から４）までにおける「断熱性能」は、「熱貫流率」又は「熱抵抗値」のうち、該当するチェックボックスに「✓」マークを入れ、併せて必要な事項を記入してください。
　④　１欄の（１）の３）及び４）における（イ）及び（ロ）の「該当箇所の有無」は、該当箇所がある場合には「有」のチェックボックスに、「✓」マークを入れてください。
⑤　１欄の（１）の５）は、開口部のうち主たるものを対象として、必要な事項を記入してください。
⑥　１欄の（１）の５）の「日射遮蔽性能」は、「開口部の日射熱取得率」、「ガラスの日射熱取得率」、「付属部材」又は「ひさし、軒等」について該当するチェックボックスに「✓」マークを入れ、必要な事項を記入してください。地域の区分のうち８の地域に存する共同住宅等又は複合建築物に係る「日射遮蔽性能」については、北±22.5度以外の方位に設置する開口部について記載してください。
⑦　１欄の（１）の６）の「該当箇所の有無」は、該当箇所がある場合には、「有」のチェックボックスに「✓」マークを入れ、「断熱性能」の欄に、「断熱補強の範囲」及び「断熱補強の熱抵抗値」を記入してください。
⑧　１欄の（２）の「暖房」、「冷房」、「換気」、「照明」、「給湯」については、住戸に設置する設備機器とその効率（「照明」を除き、かつ、効率に係る基準を用いる場合に限る。）を記載してください。設備機器が複数ある場合は最も効率の低い設備機器とその効率を記載してください。「効率」の欄には、「暖房」では暖房能力を消費電力で除した値を、「冷房」では冷房能力を消費電力で除した値を、「換気」では比消費電力（全般換気設備の消費電力を設計風量で除した値をいう。）、有効換気量率又は温度交換効率を、「給湯」ではモード熱効率、年間給湯保温効率又は年間給湯効率をそれぞれ記載してください。ただし、浴室等、台所及び洗面所がない場合は、「給湯」の欄は記載する必要はありません。
⑨　１欄に書き表せない事項で特に記入すべき事項は、２欄に記入し、又は別紙に記入して添えてください。
様式第二十八（第二十四条第二項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物エネルギー消費性能向上計画認定通知書
認定番号　　第　　号
認定年月日　　　　年　月　日
（※）確認番号　　第　　　　　　　号
確認年月日　　　　年　月　日
建築主事又は　
建築副主事の職氏名　　　　
殿
所管行政庁　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第29条第１項の規定により申請のあった建築物エネルギー消費性能向上計画について、同法第30条第１項の規定に基づき認定しましたので通知します。
１．申請年月日
２．申請者の住所
３．認定に係る建築物の位置
（※）は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第30条第４項において準用する建築基準法（昭和25年法律第201号）第18条第３項の規定により所管行政庁が確認済証の交付を受けた場合に記入されます。
様式第二十九（第二十六条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請書
年　　月　　日
　　　所管行政庁　　　殿
申請者の住所又は                          主たる事務所の所在地
申請者の氏名又は名称
            　　
代表者の氏名
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「法」という。）第31条第１項の規定により、建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
１．建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号
     　　       第　　　　　　　　号
２．建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日
                　年　　　月　　　日
３．認定に係る建築物の位置
４．申請の対象とする範囲
□建築物全体　　　　　
□建築物全体（建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項が記載されたものに限る。）
□複合建築物の非住宅部分
□複合建築物の住宅部分
５．変更の概要
（本欄には記入しないでください。）
	受付欄
	認定番号欄
	決　裁　欄

	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	

	 第　　　　　　 　号 
	 第　　　 　　　　号
	

	係員氏名

	係員氏名

	


（注意）
１．申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。
２．３欄には、認定に係る建築物の位置する地名地番を記載してください。
３．４欄には、非住宅建築物、一戸建ての住宅、共同住宅等又は複合建築物の全体に係る申請の場合には「建築物全体」のチェックボックスに、非住宅建築物、一戸建ての住宅又は共同住宅等又は複合建築物の全体に係る申請であって建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項を記載する場合には「建築物全体（建築物エネルギー消費性能向上計画に他の建築物に係る事項が記載されたものに限る。）」のチェックボックスに、複合建築物の非住宅部分のみに係る申請の場合には「複合建築物の非住宅部分」のチェックボックスに、複合建築物の住宅部分のみに係る申請の場合には「複合建築物の住宅部分」のチェックボックスに、「✔」マークを入れてください。
※「非住宅建築物」は建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業
省令・国土交通省令第１号）第１条第１項第１号に規定する非住宅建築物をいい、「一
戸建ての住宅」は一棟の建築物からなる一戸の住宅をいい、「共同住宅等」は共同住宅、
長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいい、「複合建築物」は同号に規定する複合
建築物をいいます。
様式第三十（第二十七条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定通知書
認定番号　　第　　号
認定年月日　　　　年　月　日
（※）確認番号　　第　　　　　　　号
確認年月日　　　　年　月　日
建築主事又は　
建築副主事の職氏名　　　　
殿
所管行政庁　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第31条第１項の規定により申請のあった建築物エネルギー消費性能向上計画の変更について、同条第２項において準用する同法第30条第１項の規定に基づき認定しましたので通知します。
１．申請年月日
２．申請者の住所
３．当該変更認定を受ける前の建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号
４．認定に係る建築物の位置
（※）は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第31条第２項において準用する同法第30条第４項において準用する建築基準法（昭和25年法律第201号）第18条第３項の規定により所管行政庁が確認済証の交付を受けた場合に記入されます。
様式第三十一（第二十九条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関登録申請書
　　年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
申請者の住所　　　　　　　　　　　　　
申請者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第36条に規定する登録を受けたいので、同条の規定に基づき、申請します。
１．判定の業務を行う事務所の所在地
２．適合性判定員の氏名
３．役員の氏名（申請者が法人である場合に限る。）
４．判定の業務を行う部門の専任の管理者の氏名
５．判定の業務を行う区域
６．判定の業務を開始しようとする年月日
（注意）
１．申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。
２．第29条各号に掲げる書類を添付してください。
様式第三十二（第二十九条第九号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
判定の業務の計画棟数
	業　務　の　区　分
	計画棟数

	一　床面積の合計が三百平方メートル未満の建築物
	　　　　棟

	二　床面積の合計が三百平方メートル以上千平方メートル未満の建築物
	　　　　棟

	三　床面積の合計が千平方メートル以上二千平方メートル未満の建築物
	　　　　棟

	四　床面積の合計が二千平方メートル以上一万平方メートル未満の建築物
	　　　　棟

	五　床面積の合計が一万平方メートル以上五万平方メートル未満の建築物
	棟

	六　床面積の合計が五万平方メートル以上の建築物
	　　　　棟


（注意）
１．事業年度に行う計画棟数を記載してください。
２．登録の更新の場合には、前事業年度の実績を記載してください。
３．建築物エネルギー消費性能適合性判定を行う棟数の計画の根拠を示す書類を添付してください。
（登録の更新の場合を除く。）
様式第三十三（第三十三条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関変更届出書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　
　下記のとおり、
（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
（２）判定の業務を行う事務所の所在地
（３）適合性判定員の氏名
（４）役員の氏名（届出者が法人である場合に限る。）
（５）判定の業務を行う部門の専任の管理者の氏名
（６）判定の業務を行う区域
を変更するので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第39条第２項の規定に基づき、届け出ます。
記
１．変更事項
	届出事項
	変更前
	変更後
	変更予定年月日
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２．変更の理由
（注意）
（３）の適合性判定員、（４）の役員又は（５）の専任の管理者に変更がある場合は、変更後の適合性判定員、役員又は専任の管理者の略歴を記載した書類を添付してください。
様式第三十四（第三十四条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関登録更新申請書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
申請者の住所　　　　　　　　　　　　
申請者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第40条第１項の登録の更新を受けたいので、同条第２項において準用する同法第36条の規定に基づき、申請します。
１．登録番号
２．登録の有効期限　　　　　　　　年　　　月　　　日
３．判定の業務を行う事務所の所在地
４．適合性判定員の氏名
５．役員の氏名（申請者が法人である場合に限る。）
６．判定の業務を行う部門の専任の管理者の氏名
７．判定の業務を行う区域
（注意）
１．申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。
２．第29条各号に掲げる書類を添付してください。
様式第三十五（第三十五条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関事業継承届出書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第41条第２項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。
	承継の原因

	

	被承継者に関する事項
	氏名又は名称

	

	
	法人にあってはその代表者の氏名
	

	
	住所

	

	
	登録の年月日及び登録番号

	

	
	事務所の所在地

	

	承継者に関する事項
	登録の年月日及び登録番号
	


様式第三十六（第三十五条第一号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関事業譲渡証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
　　譲り渡した者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　　　　　
　　　　　　　　　住所
　　譲り受けた者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　　　　　
　　　　　　　　　住所
　次のとおり登録建築物エネルギー消費性能判定機関の事業の全部の譲渡しがありましたことを証明します。
１．登録の年月日
２．登録番号
３．譲渡しの年月日
様式第三十七（第三十五条第二号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関事業相続同意証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
証明者　氏名　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　
　次のとおり登録建築物エネルギー消費性能判定機関について相続がありましたことを証明します。
１．被相続人の氏名及び住所
２．登録の年月日
３．登録番号
４．登録建築物エネルギー消費性能判定機関の地位を承継する者として選定された者の氏名及び住所
５．相続開始の年月日
（注意）証明書は、登録建築物エネルギー消費性能判定機関の地位を承継する者として選定された者以外の相続人全員の氏名を記載してください。
様式第三十八（第三十五条第三号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関事業相続証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
　　　　　　　証明者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　証明者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住所
　次のとおり登録建築物エネルギー消費性能判定機関について相続がありましたことを証明します。
１．被相続人の氏名及び住所
２．登録の年月日
３．登録番号
４．登録建築物エネルギー消費性能判定機関の地位を承継した者の氏名及び住所
５．相続開始の年月日
（注意）証明者は、２人以上としてください。
様式第三十九（第三十五条第五号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関事業承継証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
　　　　被承継者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　　　　　
　　　　　　　　　住所
　　　　　承継者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住所
　次のとおり分割によって登録建築物エネルギー消費性能判定機関の事業の全部の承継がありましたことを証明します。
１．登録の年月日
２．登録番号
３．承継の年月日
様式第四十（第四十一条第十号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録適合性判定員講習修了証明書
　　年　　月　　日
氏名
生年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　　この者は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第36条第１号の登録適合性判定員講習を修了した者であることを証します。
修了証明書の番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講習実施機関　　　　　　
様式第四十一（第五十三条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
判定業務規程届出書
　　年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
判定業務規程を定めたので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第45条第１項の規定に基づき、別添のとおり届け出ます。
（注意）届出に係る判定業務規程を添付してください。
様式第四十二（第五十三条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
判定業務規程変更届出書
　　年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
判定業務規程を変更したので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第45条第３項の規定に基づき、別添のとおり届け出ます。
１．変更の内容
２．変更の理由
（注意）変更前及び変更後の判定業務規程の対照表を添付してください。
様式第四十三（第五十八条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能判定機関業務休廃止届出書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第51条第１項の規定に基づき、判定の業務の一部（全部）の休止（廃止）をするので、次のとおり届け出ます。
１．休止（廃止）しようとする判定の業務の範囲
２．休止（廃止）しようとする年月日
３．休止しようとする場合にあっては、その期間
４．休止（廃止）の理由
様式第四十四（第六十条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関登録申請書
　　年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
申請者の住所　　　　　　　　　　　　　
申請者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第53条第１項に規定する登録を受けたいので、同条の規定に基づき、申請します。
１．評価の業務を行う事務所の所在地
２．評価員の氏名
３．役員の氏名（申請者が法人である場合に限る。）
４．評価の業務を行う部門の専任の管理者の氏名
５．評価の業務を行う区域
６．評価の業務を開始しようとする年月日
（注意）
１．申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。
２．第60条各号に掲げる書類を添付してください。
様式第四十五（第六十四条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関変更届出書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　
　下記のとおり、
（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
（２）評価の業務を行う事務所の所在地
（３）評価員の氏名
（４）役員の氏名（届出者が法人である場合に限る。）
（５）評価の業務を行う部門の専任の管理者の氏名
（６）評価の業務を行う区域
を変更するので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第53条第２項において読み替えて準用する同法第39条第２項の規定に基づき、届け出ます。
記
１．変更事項
	届出事項
	変更前
	変更後
	変更予定年月日
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２．変更の理由
（注意）（３）の評価員、（４）の役員又は（５）の専任の管理者に変更がある場合は、変更後の評価員、役員又は専任の管理者の略歴を記載した書類を添付してください。
様式第四十六（第六十五条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関登録更新申請書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
申請者の住所　　　　　　　　
申請者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第53条第２項において準用する同法第40条第１項の登録の更新を受けたいので、同法第53条第２項において読み替えて準用する同法第40条第２項において準用する同法第36条の規定に基づき、申請します。
１．登録番号
２．登録の有効期限　　　　　　　　年　　　月　　　日
３．評価の業務を行う事務所の所在地
４．評価員の氏名
５．役員の氏名（申請者が法人である場合に限る。）
６．評価の業務を行う部門の専任の管理者の氏名
７．評価の業務を行う区域
（注意）
１．申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。
２．第60条各号に掲げる書類を添付してください。
様式第四十七（第六十六条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関事業継承届出書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第53条第２項において準用する同法第41条第２項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。
	承継の原因

	

	被承継者に関する事項
	氏名又は名称

	

	
	法人にあってはその代表者の氏名
	

	
	住所

	

	
	登録の年月日及び登録番号

	

	
	事務所の所在地

	

	承継者に関する事項
	登録の年月日及び登録番号
	


様式第四十八（第六十六条第一号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関事業譲渡証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
　　譲り渡した者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　
　　　　　　　　　住所
　　譲り受けた者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　
　　　　　　　　　住所
　次のとおり登録建築物エネルギー消費性能評価機関の事業の全部の譲渡しがありましたことを証明します。
１．登録の年月日
２．登録番号
３．譲渡しの年月日
様式第四十九（第六十六条第二号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関事業相続同意証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
証明者　氏名　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　
　次のとおり登録建築物エネルギー消費性能評価機関について相続がありましたことを証明します。
１．被相続人の氏名及び住所
２．登録の年月日
３．登録番号
４．登録建築物エネルギー消費性能評価機関の地位を承継する者として選定された者の氏名及び住所
５．相続開始の年月日
（注意）証明書は、登録建築物エネルギー消費性能評価機関の地位を承継する者として選定された者以外の相続人全員の氏名を記載してください。
様式第五十（第六十六条第三号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関事業相続証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
　　　　　証明者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　
　　　　　　　　　住所
　　　　　証明者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　
　　　　　　　　　　　住所
　次のとおり登録建築物エネルギー消費性能評価機関について相続がありましたことを証明します。
１．被相続人の氏名及び住所
２．登録の年月日
３．登録番号
４．登録建築物エネルギー消費性能評価機関の地位を承継した者の氏名及び住所
５．相続開始の年月日
（注意）証明者は、２人以上としてください。
様式第五十一（第六十六条第五号関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関事業承継証明書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
　　　　　　被承継者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　
　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　承継者　氏名又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　あってはその代表者の氏名　　　
　　　　　　　　　　　住所
　次のとおり分割によって登録建築物エネルギー消費性能評価機関の事業の全部の承継がありましたことを証明します。
１．登録の年月日
２．登録番号
３．承継の年月日
様式第五十二（第六十八条第一項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
評価業務規程届出書
　　年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　
評価業務規程を定めたので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第53条第２項において読み替えて準用する同法第45条第１項の規定に基づき、別添のとおり届け出ます。
（注意）届出に係る評価業務規程を添付してください。
様式第五十三（第六十八条第三項関係）（日本産業規格Ａ列４番）
評価業務規程変更届出書
　　年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
評価業務規程を変更したので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第53条第２項において読み替えて準用する同法第45条第３項の規定に基づき、別添のとおり届け出ます。
１．変更の内容
２．変更の理由
（注意）変更前及び変更後の評価業務規程の対照表を添付してください。
様式第五十四（第七十三条関係）（日本産業規格Ａ列４番）
登録建築物エネルギー消費性能評価機関業務休廃止届出書
年　　月　　日
国土交通大臣　　殿
届出者の住所　　　　　　　　
届出者の氏名又は名称　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　
　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第53条第２項において読み替えて準用する同法第51条第１項の規定に基づき、評価の業務の一部（全部）の休止（廃止）をするので、次のとおり届け出ます。
１．休止（廃止）しようとする評価の業務の範囲
２．休止（廃止）しようとする年月日
３．休止しようとする場合にあっては、その期間
４．休止（廃止）の理由
